
　別紙１

　

No 取組事項 分類
取組
No

取組名 所管課 頁

1 システム標準化移行へ向けた準備・調整 行政経営課 34

2
住民記録システム移行に向けた調査・検
討

行政経営課
関係各課

34

3 第１グループ移行に向けた調査・検討
行政経営課
関係各課

34

4 第２グループ移行に向けた調査・検討
行政経営課
関係各課

34

5
印鑑登録システム、戸籍システム及び戸
籍附票システム移行に向けた調査・検討

行政経営課
関係各課

34

住民情報系システムの共
同利用に係る取組み

6 住民情報系システムの共同利用 行政経営課 34

1 マイナンバーカード交付の円滑化 市民課 35

2 窓口業務の見直し (No.9-2に掲載)
市民課

関係各課
42

3 スマートフォン教室 (No.8-1に掲載)
関係各課

行政経営課
41

4
高齢者のためのマイナンバーカード申請
補助 (No.8-2に掲載)

行政経営課 41

1 汎用電子申請システムの導入及び運用 行政経営課 36

2 電子申請に係る運用及び関連例規の整備
行政経営課

総務課
36

3
マイナポータルを活用した行政手続のオ
ンライン化

関係各課 36

4
優先的に取り組むべき手続のオンライン
化

関係各課 36

5 その他の行政手続のオンライン化 関係各課 36

1 ＲＰＡによる業務システム処理の自動化
行政経営課
関係各課

37

2 ＲＰＡによる財務会計処理の自動化
行政経営課
関係各課

37

3 ＡＩ-ＯＣＲによる紙面情報の電子化
行政経営課
関係各課

37

4 ＡＩ文字起こしによる会議録作成
行政経営課
関係各課

37

1 機器の調達等 行政経営課 38

2 例規等の整備 職員課 38

6
セキュリティ対策
の徹底

セキュリティポリシーの
改定に係る取組み

1 情報セキュリティポリシーの改定 行政経営課 39

1 スマートフォン教室 (No.8-1に掲載)
関係各課

行政経営課
41

2
高齢者のためのマイナンバーカード申請
補助 (No.8-2に掲載)

行政経営課 41

1 スマートフォン教室
関係各課

行政経営課
41

2
高齢者のためのマイナンバーカード申請
補助

行政経営課 41

デジタルのハードルを低
くする取組み

3 窓口業務の見直し (No.9-2に掲載)
市民課

関係各課
42

ＤＸ推進に向けた取組み事項一覧

マイナンバーカードの普
及促進に係る取組み

マイナンバーカー
ドの普及促進

2

自治体情報システ
ムの標準化・共通

化
1

標準準拠システムの移行
に係る取組み

7
地域社会のデジタ
ル化

地域社会のデジタル化に
係る取組み

3

ＡＩ・ＲＰＡの利用推進
に係る取組み

4
ＡＩ・ＲＰＡの利
用推進

テレワークの推進に係る
取組み

テレワークの推進

　市では、令和４年８月に「東久留米市ＤＸ推進方針」を策定しました。本項目は、「東久留米
市ＤＸ推進方針」を受けた具体的な取組みとして位置付けられています。「東久留米市ＤＸ推進
方針」の３章「ＤＸ推進に向けた取組み」に示された項目毎に分類し、体系的に整理した上で、
各取組みを示します。

東久留米市財政健全経営計画（改定版）〔実行プラン〕　ＤＸ推進項目

5

行政手続のオンライン化
のプラットフォームの整
備に係る取組み

行政手続のオンライン化
の推進に係る取組み

行政手続のオンラ
イン化

デジタルデバイド
対策

8

デジタル活用に不安や負
担を感じる方のデジタル
リテラシー向上に係る取
組み

32



1
ＧＩＳ（地理情報システム）の導入・活
用による事務の効率化の推進

都市計画課 42

2 窓口業務の見直し
市民課

関係各課
42

3 庶務事務の合理化
総務課
管財課

42

4 学校徴収金システムの導入
教育総務課

学務課
42

5 人事給与業務におけるＢＰＲの実施 職員課 43

6 給与明細配信サービスの導入 職員課 43

7 財務会計システムへの電子決裁の導入

財政課
会計課
管財課

行政経営課

43

8 公金のキャッシュレス支払い環境の整備
納税課

行政経営課
関係各課

43

9 ＬＩＮＥ公式アカウントの導入
行政経営課
秘書広報課

43

10 オンライン情報共有サービスの導入 行政経営課 43

11 タブレット端末の導入・活用 行政経営課 43

12 庁内のネットワークの整備 行政経営課 43

13 ペーパーレス化の推進 関係各課 44

14 押印廃止の推進
行政経営課

総務課
関係各課

44

15 対面の見直しの推進
行政経営課

総務課
関係各課

44

16 高速インクジェットプリンタの利用促進
行政経営課
関係各課

44

17 封入・封かん機の利用促進
行政経営課
関係各課

44

オープンデータのプラッ
トフォーム整備に係る取
組み

1 オープンデータのプラットフォーム整備 行政経営課 45

オープンデータの推進に
係る取組み

2 統計庶務事務 総務課 45

11
官民データ活用推
進計画策定の推進

官民データ活用推進計画
策定に係る取組み

1 官民データ活用推進計画の策定 行政経営課 46

オープンデータの
推進

10

ＢＰＲに関するプラット
フォームの整備に係る取
組み

書面・押印・対面の見直
しに係る取組み

その他の取組み

ＢＰＲの取組みの
徹底（書面・押
印・対面の見直
し）

9
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　１．自治体情報システムの標準化・共通化（基幹業務等システムの統一・標準化）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

1 行政経営課
準備・
調整

2
行政経営課
関係各課

3
行政経営課
関係各課

4
行政経営課
関係各課

5
行政経営課
関係各課

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

6

住民情報系システムの共同利用

標準準拠システムへの対応準備

運用

行政経営課住民情報系システムの共同利用

準備・構築

実施概要

効果

＜標準準拠システムへの移行＞

令和７年度を目標時期として、対象事務（基幹系２０業務。住民記録システム、印鑑登録システム、戸籍シ
ステム及び戸籍附票システム並びに次の第１グループ及び第２グループに分類）を標準準拠システムへ移行
する（デジタル社会の実現に向けた重点計画）。
第１グループ：固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、就学、介護保険、障害者福祉
第２グループ：選挙人名簿管理、国民年金、国民健康保険、後期高齢者医療、生活保護、健康管理、児童手
当、児童扶養手当、子ども・子育て支援

＜住民情報系システムの共同利用＞

小平市及び東村山市と共に住民情報系システムを再構築し、共同利用することで、住民サービスの向上と行
政運営の効率化を図る。

全国的に標準化されたシステムを運用することにより、以後のシステム開発、維持管理経費の縮減等につな
がる。

＜標準準拠システムへの移行＞

＜住民情報系システムの共同利用＞

住民サービスの向上と行政運営の効率化を図るとともに、スケールメリットによるコスト削減に寄与する。

システム標準化移行へ向けた準備・調
整

住民記録システム移行に向けた調査・
検討

標準準拠システムの移行に係る取組み

No 取組名 所管課
スケジュール

調査・検討 業務整理・移行

第１グループ移行に向けた調査・検討 調査・検討

調査・検討

調査・検討

業務整理・移行

業務整理・移行第２グループ移行に向けた調査・検討

業務整理・移行
印鑑登録システム、戸籍システム及び
戸籍附票システム移行に向けた調査・
検討

住民情報系システムの共同利用に係る取組み

No 取組名 所管課
スケジュール
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　２．マイナンバーカードの普及促進

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

1 市民課

マイナンバーカード交付円
滑化計画に基づき、普及促
進策の実施や交付体制の整
備を行う。

普及促進

実施概要
オンラインで本人確認等を行うことができ、デジタル社会の基盤となるマイナンバーカードの普及を促進す
る（デジタル社会の実現に向けた重点計画）。

効果 マイナンバーカードが普及することで、各種行政手続をオンラインで行うための環境が整備できる。

マイナンバーカードの普及促進に係る取組み

No 取組名 取組概要
スケジュール

マイナンバーカード交
付の円滑化

所管課
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　３．行政手続のオンライン化

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

導入

2
行政経営課
総務課

庁内における行政手続のオ
ンライン化の運用の整備及
び関連例規の整備を行う。

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

3 関係各課
マイナポータルを活用した
オンライン化に向け、業務
整理を進める。

導入

4 関係各課

ＬｏＧｏフォームやｋｉｎ
ｔｏｎｅ等の汎用電子申請
システム上で実装を進め
る。

5 関係各課

導入効果が高いと想定され
る手続を優先的に、ＬｏＧ
ｏフォームやｋｉｎｔｏｎ
ｅ等の汎用電子申請システ
ム上で実装を進める。

運用整理・
関連例規整備

電子申請に係る運用及
び関連例規の整備

導入・運用・利用拡大

所管課

優先的に取り組むべき
手続のオンライン化

マイナポータルを活用
した行政手続のオンラ
イン化

運用・利用拡大

取組概要

行政手続のオンライン化のプラットフォームの整備に係る取組み

No 取組名 所管課
スケジュール

取組概要

ｋｉｎｔｏｎｅ

ＬｏＧｏフォーム

運用
汎用電子申請システム
の導入及び運用

行政経営課

ＬｏＧｏフォーム、ｋｉｎ
ｔｏｎｅ等汎用電子申請シ
ステムの導入及び運用を行
う。

運用

その他の行政手続のオ
ンライン化

実施概要

＜マイナポータルを活用した行政手続のオンライン化＞

スケジュール
No 取組名

子育て・介護・被災者支援に関する手続（２７手続）について、令和４年度末を目途に、マイナポータルを
活用したオンライン化を図る（自治体ＤＸ推進計画）。

＜その他の行政手続のオンライン化＞

上記以外の各種行政手続についても、国の「地方公共団体におけるオンライン利用促進指針」を踏まえ、Ｌ
ＧＷＡＮ環境で申請フォームを作成することで、積極的にオンライン化を進める（自治体ＤＸ推進計画）。

1

＜優先的に取り組むべき手続のオンライン化＞

オンライン化の推進による住民等の利便性の向上や業務の効率化効果が高いと考えられる手続のオンライン
化を図る（デジタル社会の実現に向けた重点計画）。

行政手続のオンライン化の推進に係る取組み

導入・運用・利用拡大

効果

いつでもどこでもスマートフォンやタブレットから手続を行うことができ、また、マイナンバーカードの電
子証明書を利用することにより本人確認用書類などの添付書類が不要となることから、市民の利便性の向上
が期待できる。
市民から受け付けた申請情報と業務システム保持情報との目視点検での確認作業が不要になり、職員の負担
軽減につながる。また、申請者の個人特定が自動化できるため、本人確認作業の時間削減のみならず、正確
性向上が見込める。
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　４．ＡＩ・ＲＰＡの利用推進

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

1
行政経営課
関係各課

業務システムへの繰り返し
の入力作業をＲＰＡによっ
て自動化し、事務負担の軽
減を図る。

2
行政経営課
関係各課

財務会計システムへの繰り
返しの入力作業をＲＰＡに
よって自動化し、事務負担
の軽減を図る。

3
行政経営課
関係各課

紙面情報の電子化をＡＩに
よって自動化し、事務負担
の軽減を図る。

4
行政経営課
関係各課

会議音声をＡＩによって文
字起こしすることで、会議
録作成にかかる事務負担の
軽減を図る。

実証実験
・導入

ＡＩ文字起こしによる
会議録作成

運用・利用促進
ＲＰＡによる業務シス
テム処理の自動化

運用・利用促進

ＡＩ-ＯＣＲによる紙面
情報の電子化

運用・利用促進

ＲＰＡによる財務会計
処理の自動化

前年度の経過を
踏まえた対応

実施概要
限られた経営資源の中で持続可能な行政サービスを提供し続けていくため、ＡＩやＲＰＡなどのデジタル技
術を積極的に活用し、業務の改善の取組みを行う（デジタル社会の実現に向けた重点計画）。

効果
全庁的に活用している財務会計システム及び各課の個別業務にＲＰＡ等を導入することで、事務負担の軽減
を図り、人的資源を本来注力するべき業務に振り向けることができる。

No 取組名 所管課
スケジュール

ＡＩ・ＲＰＡの利用推進に係る取組み

取組概要
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　５．テレワークの推進

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

1 行政経営課
テレワーク機器の調達・管
理を行う。

調達

2 職員課
テレワークに関する例規等
の整備を行う。

検討・
例規整備
・導入

実施概要
自治体ＤＸの推進による職員の多様な働き方の実現に向け、テレワークの実施に向けた検討を進める（自治
体ＤＸ推進計画）。

効果
ワークライフバランスを実現し、職員の確保や離職防止を図ることができる。
感染症流行時、非常時等における行政機能維持のための環境を整備できる。

テレワークの推進に係る取組み

機器の調達等

例規等の整備

No 取組名 所管課 取組概要
スケジュール

前年度の経過を
踏まえた対応

前年度の経過を
踏まえた対応
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　６．セキュリティ対策の徹底

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

1 行政経営課
セキュリティポリシーの改
定及びセキュリティ対策を
行う。

検討・
改定

スケジュール

実施概要
令和３年度末に国の「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」が改定され
たことに伴い、本市の情報セキュリティポリシーを改定する。

効果
本市が保有する情報資産の機密性、完全性及び可用性を維持するため、本市が実施する情報セキュリティ対
策について基本的な事項を定める。

セキュリティポリシーの改定に係る取組み

情報セキュリティポリ
シーの改定

No 取組名 所管課 取組概要

運用
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　７．地域社会のデジタル化

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

実施概要 デジタル化によるメリットを享受できる地域社会のデジタル化を集中的に推進する。

効果 Ｓｏｃｉｅｔｙ　５．０を推進していくための環境を整備できる。

地域社会のデジタル化に係る取組み

No 取組名 所管課 取組概要

他の取組事項に掲載のため省略

スケジュール
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　８．デジタルデバイド対策

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

1
関係各課

行政経営課

スマートフォン体験教室を
実施し、市民のデジタルデ
バイドの解消を図る。併せ
て、マイナンバーカード申
請補助を行う。

推進

2 行政経営課

デジタルデバイド解消を目
的として、高齢者のための
マイナンバーカード申請補
助を行う。

推進

実施概要
市民の誰もがデジタルの恩恵を受けられるよう、デジタル活用に不安や負担を感じる方のデジタルリテラ
シー向上及び誰もが使いやすいデジタルの提供を目指す。

効果
より多くの市民がデジタルを利用することで便利なサービスを享受できる。それに伴い、職員の負担の軽減
が見込まれる。

デジタル活用に不安や負担を感じる方のデジタルリテラシー向上に係る取組み

スマートフォン教室

高齢者のためのマイナ
ンバーカード申請補助

前年度の経過を
踏まえた対応

前年度の経過を
踏まえた対応

No 取組名 所管課 取組概要
スケジュール
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　９．ＢＰＲの取組みの徹底（書面・押印・対面の見直し）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

書かない
窓口導入

運用開始

現状把握 検討

試行実施

検討

4
教育総務課
学務課

市立小・中学校において、
学校徴収金システムを導入
する。

導入・
運用開始

3 庶務事務の合理化
総務課
管財課

運用

同一事業者への支払いが複
数課で発生する業務につい
て伝票を各担当にて作成す
るのではなく、主管課で一
括して処理し、各担当は予
算管理のみを行う方式へ変
更する。また、電気料金の
支払業務等への展開につい
ても検討する。

前年度の経過を
踏まえた対応

前年度の経過を
踏まえた対応

コピー代の伝票の一括作成

他事業への展開

2 窓口業務の見直し
市民課

関係各課

運用

前年度の経過を
踏まえた対応

窓口業務のデジタル化

連絡所のあり方の見直し

自治体ＤＸの推進における
標準準拠システムへの移行
を前提に、市民課窓口の申
請等のデジタル化を進め
る。また、マイナンバー
カードの利用により各種申
請が簡略化できるよう環境
整備を進め、マイナンバー
カードの利便性を高めると
ともに誰でもデジタルを利
用できる環境の構築を目指
す。
また、新しい生活様式にお
ける各種証明書のコンビニ
エンスストアでの交付状況
や、市税等のスマートフォ
ン決済アプリの利用等のオ
ンライン手続の普及状況等
を踏まえ、今後の連絡所の
あり方について調査、検討
を行う。

学校徴収金システムの
導入

実施概要

新型コロナウイルス感染症の拡大防止及び新たな生活様式の確立に向け、行政手続における書面・押印・対
面規制の抜本的な見直しを進める。国の法令等に基づいて実施する手続について各府省から発出されるガイ
ドライン等の内容を踏まえ適切に対応するとともに、市が独自に実施する手続についても、積極的に見直し
に取り組む（デジタル社会の実現に向けた重点計画）。

効果
押印、署名の見直しにより、手続の簡素化が見込める。
職員等の移動等に係る事務負担の軽減、会議資料の削減によるペーパーレス化等につながる。
財務会計システムへの電子決裁の導入により、ペーパーレス化や関連業務の迅速化等につながる。

ＢＰＲおよびデジタルツールに係る取組み

No 取組名 所管課
スケジュール

取組概要

生産緑地関連事務におけるＧＩＳの活用

1

ＧＩＳ（地理情報シス
テム）の導入・活用に
よる事務の効率化の推
進

都市計画課

生産緑地地区等の地域地区
の決定をはじめとした都市
計画業務におけるＧＩＳの
活用を継続するとともに、
その活用範囲の拡大を図
る。

調査・研究

活用

用途地域関連事務におけるＧＩＳの活用

他の都市計画情報の導入・活用

活用導入
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Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

5 職員課

人事給与システム更改に際
し、新たに会計年度任用職
員の任用管理をシステム化
することで、各課にて行う
任用事務の効率化を図るな
ど、職員の事務負担軽減と
任用管理の適正化を行う。

6 職員課
給与明細システムを導入
し、事務負担の軽減を図
る。

導入

7

財政課
会計課
管財課

行政経営課

財務会計書類を出力し、押
印している作業について、
押印廃止及びペーパーレス
の観点から財務会計システ
ムへの電子決裁機能を導入
する。

運用開始

8
納税課

行政経営課
関係各課

市税をはじめとした公金の
支払いのキャッシュレス対
応を進めることで、より市
民の利便性の高いサービス
の提供を目指す。

9
行政経営課
秘書広報課

ＬＩＮＥの公式アカウント
を導入し、プッシュ型通知
や行政サービスへの誘導の
プラットフォームとして整
備することで、市民の利便
性向上を図る。

検討

10 行政経営課

事業者や市民等と大容量の
データやり取りをできる
サービス(クラウドスト
レージサービス)を導入
し、事業者との調整や添付
の多い申請処理等の効率化
を図る。

検討

11 行政経営課

タブレット端末を導入し、
議会、各会議、現場監視に
おける資料の閲覧を推進す
ることで、ペーパレス化及
び事務負担の軽減を図る。

12 行政経営課

庁舎内の会議室や執務室に
無線ＷｉＦｉ等を導入する
ことによって、タブレット
等を活用する環境の整備を
図る。

No 取組名 所管課 取組概要
スケジュール

運用

ＬＩＮＥ公式アカウン
トの導入

オンライン情報共有
サービスの導入

財務会計システムへの
電子決裁の導入

人事給与業務における
ＢＰＲの実施

前年度の経過を
踏まえた対応

前年度の経過を
踏まえた対応

前年度の経過を
踏まえた対応

検討

検討
前年度の経過を
踏まえた対応

運用・利用促進

公金のキャッシュレス
支払い環境の整備

検討・推進

庁内のネットワークの
整備

タブレット端末の導
入・活用

給与明細配信サービス
の導入

構築 運用
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Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

13 関係各課

文書や会議資料等のペー
パーレス化を推進し、紙代
の軽減および文書の管理等
の事務負担を軽減を図る。

14
行政経営課
総務課
関係各課

押印廃止の基準等に関して
全庁的なガイドラインを設
け、申請・交付書類等の押
印の廃止を推進し、ペー
パーレス化や行政手続のオ
ンライン化の障壁を下げ
る。

15
行政経営課
総務課
関係各課

会議等のオンライン化にお
ける基準整備及び関連例規
の整備を行い、会議等のオ
ンライン化を推進し、市民
利便性向上や業務効率化を
図る。

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

16
行政経営課
関係各課

大量の紙資料の印刷を高速
に行うことで、事務負担の
軽減等を図る。

17
行政経営課
関係各課

大量の封筒への資料の封
入・封かんを自動化し、事
務負担の軽減等を図る。

運用・利用促進

運用・利用促進

対面の見直しの推進

書面・押印・対面の見直しに係る取組み

No 取組名 所管課

押印廃止の推進

スケジュール
取組概要

ペーパーレス化の推進

検討・推進

検討・推進

検討・推進

高速インクジェットプ
リンタの利用促進

封入・封かん機の利用
促進

その他の取組み

No 取組名 所管課
スケジュール

取組概要
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　１０．オープンデータの推進

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

1 行政経営課

オープンデータのデータ棚
卸し・データの基準整備等
のプラットフォームに係る
検討を行い、オープンデー
タの推進を図る。

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

2 総務課

統計東久留米をＣＳＶ形式
でホームページに掲載し、
統計情報のオープンデータ
化を図る。

実施概要

市が保有する公共データを、市民及び事業者その他の団体に利活用されやすいように、基本原則に沿って
データを公開するよう進める。
（１）データを積極的にオープンデータとして公開する。
（２）機械判読性が高く、二次利用が容易な形式で公開する。
（３）営利目的、非営利目的を問わず活用を促進する。
（４）取組み可能なデータから速やかにオープンデータとして公開する。

効果

データをオープンデータとして公開することにより、行政の透明性や信頼性の向上を図る。
オープンデータの推進を通して、市民等とデータ共有を図ることにより、市民参加と協働の推進を図る。
データを二次利用可能な形で提供することにより、民間における新たなサービスの創出や企業活動の効率化
につなげ、地域経済の活性化を図る。

オープンデータの推進に係る取組み

オープンデータのプラットフォーム整備に係る取組み

No 取組名 取組概要
スケジュール

オープンデータのプ
ラットフォーム整備

検討・推進

所管課

統計庶務事務

No 取組名 取組概要
スケジュール

所管課

運用
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　１１．官民データ活用推進計画策定の推進

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

1 行政経営課官民データ活用推進計画の策定

実施概要
官民データ活用推進基本法において、市町村には官民データ活用推進計画の策定の努力義務が定められてい
るため、同計画の策定に向けて検討・推進を行う。

効果
官民データ活用によって政策分析精度が向上し、市民サービスの向上や行政職員の生産性向上が期待でき
る。

官民データ活用推進計画策定に係る取組み

No 取組名 所管課
スケジュール

検討・推進
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